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１．　本研究の目的
　革命により経済再生を果たしたアメリカをモデルとして，日本は経済
構造の改革の推進と国際競争力の強化を目指してきた。先行するアメリカ
を日本が追うパターンは様々な分析に見られる。インターネットの構築，
そのビジネス展開という点でも同じ事がいえるであろう。しかし，今日に
至る「系列」や「業界」という日本独自の「流通機構」が強力であったが
ために，売り手と買い手が自由につながるといわれている「インターネッ
トビジネス」への積極的な取り組みは欧米諸国に出遅れた感がある。
　その流通機構の仕組みを独自の「日本型」として捉えて，その分析を通
じて「日本型インターネットビジネス」の今後の成長の方向性について考
察を行うことが本研究の目的である。
２．　「インターネットビジネス」の研究領域
　「インターネットビジネス」という言葉からは，インターネット上でモノ
を売買する商取引の方法やそれを実現するコンピュータのテクノロジーを
想像するであろう。実際，「時間」や「距離」の隔たりは，急激に進化を遂
げる技術によってリアルタイム化の方向にある。それは，テクノロジーの
もたらした効用に間違いはない。そして，インターネットは，世界を結ぶ
無限の可能性を持つ新たな市場として脚光を浴びているのも事実であり，
関連する技術の進化には目を見張るものがある。
　インターネットがビジネスに改革をもたらしたとすれば，その効果は何
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か。それは，「パソコンが一台あれば，誰でも世界を相手に２４時間自由に商
売ができる」といったインターネットの持つ利点だけを並べた空想の領域
ではなく，多くの企業が長年培ってきたノウハウを含めたビジネスの「仕
組み」や「方法」が変わるといった「事業構造」の変化である。
　単純に「売り方が変わる」，「作り方が変わる」，「お金の流れが変わる」
といった「営業部門の仕事」，「製造部門の仕事」，「管理部門の仕事」等の
部門レベルで「何がどのように変わるのか」と現象面をみるのではなく，
ネットワークベースで行われる企業の業務活動全般から捉える必要がある。
つまり，ビジネスの仕組みを構造的に捉えて，従来のビジネスをインター
ネットというインフラ上で行う事によって，ビジネスの領域がどのように
拡張するかを検証する必要がある。たとえば，インターネットを活用する
ことで顧客との関係を飛躍的に改善することはできないか，また取引先パー
トナー間のプロセスを合理化し，さらにそれに費やすコストを大幅に削減
することが可能なのか等ビジネスのあらゆる側面を多面的にみる必要があ
る。その結果，これまでのビジネスの「在り方」そのものを見直し，新し
いビジネスモデルを構築する事によって企業やそのビジネスが持つ可能性
を広げていくことこそが，これからの「インターネットビジネス」を考え
る上で重要であるといえるであろう。
３．　インターネットビジネスの概念
盧　「インターネットビジネス」の定義
　「インターネットビジネス」という言葉に加えて，ビジネス，ブロード
バンド・ビジネス，コマース等と多くの言葉と概念が市場に氾濫して
いる。インターネットの急速な普及に伴い企業の 化を推進していく中
でコンピュータメーカーによって，あるいは調査分析を行うシンクタンク
等の研究機関によってつくられた言葉が一般化していったと考えられる。
最近では，「インターネット」と「ブロードバンド」という言葉を使い分け
ているケースも多く見られる。たとえば，「ブロードバンド」は，高速な通
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信回線の普及によって実現される次世代のコンピュータネットワークと，
その上で提供される大容量のデータを活用した新たなサービスを表す。つ
まり，流通するコンテンツの大容量化を意味する「ブロードバンド」に対
して従来の文字情報の領域を「インターネット」と表現することで，高速
化で可能となった大容量の映像コンテンツの利点を強調しているのである。
ブロードバンド化は，コンテンツの充実という点からも，「インターネット
ビジネス」の可能性を更に拡大したといえるであろう。
　「インターネットビジネス」という言葉も幅広く使われている言葉の一つ
であるが，現状明確な定義はなされていない。部分的にでもインターネッ
トを活用し，何らかの形で関連していれば，すべて「インターネットビジ
ネス」として捉えられているのが現状である。
図１　インターネットを活用したビジネス
　「インターネットビジネス」は，インターネットを活用した新たなビジネ
スという切り口で捉えても，図１のように関連する分野は多岐にわたる。
その，レイヤー（階層）に着目すると，ネットワークインフラ層，プラッ
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（出典）「と企業行動に関する調査」
出所：総務省「平成１４年版情報通信白書」より
トフォーム層，コンテンツ・アプリケーション層に分類することができる。
この中で，基盤となるネットワークインフラ層のビジネスは，ケーブルテ
レビ，（	

），（	
）等の
ブロードバンドサービスの急速な普及や ２０００（	
	

	
	２０００），無線 等のモバイルサービスの展開等，急
速に発展しており，コンテンツ・アプリケーション層，プラットフォーム
層のビジネス展開にも大きな影響を与えると考えられる。プラットフォー
ム層のビジネスは，データストレージ，セキュリティ，認証，課金・決済
などが挙げられるが，この層の特徴としてネットワークインフラ層とコン
テンツ・アプリケーション層のビジネス展開を結びつけるとともに，コン
テンツ・アプリケーション層のビジネス展開を支える機能を持つ。また，
コンテンツ・アプリケーション層のビジネスとしては，音楽・映像，マー
ケット，コミュニケーション，オンラインでの出版やゲーム等のコンテン
ツ配信が挙げられる。
　このように，「インターネットビジネス」をレイヤーの構造で捉えること
も，新たに誕生するサービスやビジネスの展開を考えるうえで重要ではあ
るが，本研究では「従来のビジネス」がインターネットを活用する事でど
のように変化を遂げるのかといった観点からの分析を行う事を目的として
いる。そのために，本論においては，「インターネットビジネス」＝「ビ
ジネス」と捉え，「ビジネス」という言葉の概念を用いて検討を行う。
盪　「ビジネス」の概念
　「ビジネス」という言葉の由来は，ウェブなどのインターネット技術を
取り込んだ新しいビジネス形態の名称として 社が１９９７年１０月に提唱し
た 	に端を発する１）。それは，企業活動における情報交換・蓄積
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　１）　はインターネット普及によるビジネスの変化に呼応し，クライアント／
サーバコンピューティングに代わる「ネットワークコンピューティング」の概念
を提唱，ネットワーク社会に対応すべくソリューションを展開し始めた。しかし →
手段を電子化し，経営効率を向上させること。また，その結果もたらされ
る企業活動の諸形態を表している。つまり，既存のビジネスをインターネッ
ト上で拡張することで顧客との関係を改善し，また取引のプロセスを合理
化するとともにそれに費やすコストを大幅に削減する。その結果，これま
でのビジネスの在り方を再考する概念である。
　（	
　＝電子商取引）という売買の場面に限定する
のではなく，ビジネス全体を包括的に捉える概念でもあり，アーサーアン
ダーセン　ビジネスコンサルティング社２）により「ネットワーク化された
技術を利用することにより，モノ，サービス，情報，および知識の伝達と
交換を効率的に行うことである」と定義されている。
　「ビジネス」を考えるにあたり，まず，「ビジネス」と「非ｅビジネ
ス（＝従来のビジネス）」の違いについて整理しておく必要がある。
ビジネスにおける３つの構成要素である「製品」，「プレイヤー」，「プロセ
ス」を軸にその構造を表したのが図２である３）。
　「製品」とは取引の対象となるものであり，各種の製品とサービスを含ん
でいる。「プレイヤー」は取引の売り手，買い手，仲介者，そして情報提供
などの間接的なサービスを提供する第三者をさす。そして，「製品」と「プ
レイヤー」のあいだを相互に関連づけるのが「プロセス」であり，これに
は製品やサービスの生産，検索，選択，注文，支払い，配達，消費，マー
ケティングなどが含まれる。
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　　ながら，ネットワークコンピューティングという言葉自体は，あまりにも技術寄
りの言葉であったために顧客のビジネスに，どのように便益を与えられるのかを
念頭において提唱されたのが，「」である。
　２）　アーサーアンダーセン・ビジネスコンサルティングは，２００１年１月１日，社名
を「アクセンチュア株式会社」に改名。世界最大のコンサルティング会社（４６カ
国約７５０００名のコンサルタントが在籍）。経営革新のデザインから，実現までの
一貫したサービスを提供している。
　３）　アーサーアンダーセン「図解　ビジネス」東洋経済新報社，２０００年 ２１～
２２
　「非ｅビジネス」では３つの構成要素がすべて物理的に存在するもので
ある。それとは対照的に「純粋な ビジネス」では，三つの構成要素がす
べて電子的なものであり，生産だけでなく，配達，支払い，消費などもオ
ンラィンで行われることになる。つまり，極端に言えばパソコンの操作以
外に人手を介することはない。しかし実際のところ，「非 ビジネス」か
「純粋な ビジネス」のどちらかのカテゴリーに１００％属しているビジネス
は殆ど存在しない。多くのビジネスは「部分的なビジネス」のカテゴリー
の中で行われており，「製品」，「プレイヤー」，「プロセス」のいずれかの構
成要素において部分的に電子的な要素が取り入れられているのである。つ
まり，目本の多くのビジネスは，部分的とはいえ，すでに「ビジネス」
ヘと移行していると考えることができる。したがって，「ビジネス」を考
えるにあたっては，「」にばかり目を向けるのではなく，「ビジネス」その
ものを見据えて考える視点が求められる。つまり，ネット上でビジネスを
展開することで，従来のビジネスとの比較で，何がどのように変わるのか
が重要である。そして，従来のビジネスのあり方を制限してきた「時間」
「空間」等の制約を考えずに自由にビジネスモデルを構築できることが，「
ビジネス」の可能性を無限に広げている点も合わせ見る必要がある。
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出所：「図解 ビジネス」アーサーアンダーセン，東洋経済新報社，２０００年
図２　「ビジネスと従来のビジネスの違い」
蘯　インターネットにおける時間の概念
　「インターネットビジネス」の急激な普及によって，これまで通常のビジ
ネスのありかたを制限してきた「時間」や「空間」や「形態」といった障
壁は，ネット上で簡単に乗り越えられるものだということが実証されてき
たのは周知のとおりである。「インターネット時間」４）という言葉が示すよ
うに，今やインターネットは「時間」の同期化を急激に促進する経済のイ
ンフラとなり，同時に「グローバル化」の名のもとにモノの価格や価値ま
でも同期化する勢いで成長発展を続けている。ここでいう「同期化」とい
う言葉の意味であるが，大辞泉によると「同時化すること。時間的に一致
させること。」とある。本論文においては，「異なる二つの国や地域の価値
観やモノの価格がどちらかの基準（価値は高い方に，価格は安いほうに）
に一致する事」を意味する。つまり，異なる国や地域の消費行動の違いは
「時間の使い方」であるという観点に立ち，双方の価値観や行動が似かより，
「同じ時間の使い方」をすることが「同期化」である。
　「時間のマーケティング」［２００２］５）では，「売り手」と「買い手」の間に
介在する「時間」に着目し，日本が流通の見本としてアメリカ型の経営を
取り入れる事で成長するプロセスを「時間」概念を用いて分析を行い，ビ
ジネスと時間の関わりについて検証を行った。
　かつて「経済鎖国」とまで言われ，海外からの競争から遮断されてきた
日本において，古くからの商業を守るためにあった「規制」が緩和され，
同時にインターネットという世界に向けて扉が開かれたことで，瞬く間に
日本に欧米の「時間概念」が取り入れられた。「２４時間営業」や深夜営業の
店舗やサービスの増大は，その代表例である。「いつでも買える」状況が成
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　４）　インターネット時間「スウォッチビート」は，メディア研究所のニコラ
ス・ネグロポンテ氏とスイスの 社が設定したもの。１日を「１０００ビー
ト」に分割した，世界共通の時間単位というふれこみで，スウォッチの本拠地で
あるスイス・ビールの午前零時を基点としている。
　５）　竹元雅彦「時間のマーケティング」中央経済社，２００２年
立することで販売の主導権は「売り手」から「買い手」へと移る。「どこで
も買える」も同様である。これにより，日本における生活スタイルやモノ
の価値，価格は欧米型に向けて「同期化」したと考えられる。
　インターネットが生活に与える影響は，なにも利便性だけではない。む
しろ，「自宅にいながら」「仕事をしながら」「朝でも夜中でも」といった
「時間」や「空間」の障壁が取り除かれることで得られる「自由感」から生
まれる「価値」が生活や行動を変えることこそが重要である。
４　日本のインターネット市場
盧　インターネット活用の現状
　我が国のインターネット利用人口は，増加を続けている。平成１６年版
「情報通信白書」によると，インターネット利用者は，平成１５年末現在で
７７３０万人（対前年比６１ポイント増）と推計６）され，一年間で７８８万人増加
している。人口普及率は６０６％となり，初めて６割を超えた。（図３）
　また，図４が示すように，平成１５年末におけるインターネットの世帯普
及率は８８１％であり，９割近くの世帯がインターネットを利用している状
況にある。
　また，企業普及率は９８２％と，既にほとんどの企業が利用しているほか，
事業所普及率も８２６％となり，事業所でのインターネット利用も一般化し
ていることがわかる。
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　６）　平成１５年末の我が国のインターネット利用人口については，総務省「通信利用
動向調査」での郵送アンケート調査において，６歳以上を対象に，自宅の内外を
問わず，［１］パソコン［２］携帯電話・・携帯情報端末［３］家庭用ゲーム
機・インターネット接続機器を設置したテレビ受信機のいずれかからインター
ネット（ウェブ閲覧又は電子メールのどちらかのみの場合も含む。）を利用してい
る者の世代別・性別の利用率を集計し，我が国の世代別・性別人口構成比に合う
ように補正した。この利用率に平成１５年末時点の全国の６歳以上の世代別・性別
人口（計１億２０３０万人）を乗じ，インターネット利用人口７７３０万人を算出した。
　今や「情報がライフライン化する時代」といわれることからも，急激な
インターネットの普及により情報は電気，ガス，水道，電話線と同様のラ
イフラインのひとつに数えられるようになったともいえるであろう。
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出所：総務省「平成１６年版情報通信白書」　　　　　　　　　　　　　　
出所：総務省「平成１６年版情報通信白書」　　　　　　　　　　　　　　　　
　７）　※１　世帯普及率は，「自宅・その他」において，個人的な使用目的のためにパ
ソコン，携帯電話等によりインターネットを利用している構成員がいる世帯の割
合。※２　企業普及率は，「全社的」若しくは「一部の事業所又は部内」において
インターネットを利用している企業の割合。※３　事業所普及率は，インター
ネットを利用している事業所の割合。
図３　インターネット利用人口及び普及率の推移
図４　世帯・企業・事業所での普及率の推移７）
　ただし，これらは統計上でのデータにすぎない。現実問題として，世帯
の９０％に普及という実感はまだ薄い。９０％と言えば，テレビ，ラジオとと
もに完全に生活に密着した存在であり，日常的に活用されている状況を示
している。確かに，情報ツールとして社会のインフラ（基盤）になりつつ
あるが，まだライフライン（生命線）にまでは至らないのが現状ではない
だろうか。
　例えば，国内外のほぼ全ての新聞社が 上でリアルタイムに最新の
ニュース情報を流しているが，図５を見ても近年の新聞発行部数に大きな
変化は見られない。特に一般紙は，近年ほぼ横ばいの状況にある。
　つまり，一般家庭の多くは毎朝配達される紙の新聞を購読している状況
に大きな変化はなく，紙から情報を得る生活スタイルには，現時点で大き
修道商学　第　４５　巻　第２号
94― ―
図５　新聞の発行部数と世帯数の推移
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１２２４３０７７１２６２０４２９２２３０７８０６６９１９６０９８６０６３６０７０７４６０７２７４４５２４３３４５１１９９３
１２　４３６６５８４３２００７５７３３１２６９０２６１９３２３９０３６３７５５０９４６２２４９９３５２６００５０２１９９４
１１９４４２３５７３５２０１７２９０３１６４５１０９１９１９２１３９６３４２６６６４６５１１８７２５２８５４５３８１９９５
１１９４４８３０９６１１９８５０１６３２４２１２８８１９１４９４９９６５７９９６４４６９７５８３９５３５５５８０３１９９６
１１８４５４９８１７３１９８９２４５３２８４１９０３１８９３３９２６６５０２０９２４７２６２９８２５３７６５０７４１９９７
１１６４６１５６７９６１９７７０９６３２９５２８８０１８７３９８９０６３８０２４９４７２８９６１７５３６６９８６６１９９８
１１５４６８１１７１２１９１５０５７３３３８１４６５１８４６０７５９６２９２６８２４７４６４５９９５３７５７２８１１９９９
１１３４７４１９９０５１８１８６０６３３７０２７２７１８１８７４９８６３０７１６２４７４０１６６９５３７０８８３１２０００
１１２４８０１５２５１１８０４７５８３３８６２６００１８０１３３９５６１２１７０１４７５５９０５２５３６８０７５３２００１
１０９４８６３７７８９１６８０９２１３３９００８９６１７６１６６２７５８０８４１７４７３９００２７５３１９８４４４２００２
１０７４９２６０７９１１６２８７７１３３７８１２６０１７４６４９２８５５９２３１４４７２８２６４５５２８７４９５９２００３
出所：社団法人　日本新聞協会経営業務部調べ
８）
　８）　社団法人　日本新聞協会（	

	）調査資料より引用。
注：発行部数は朝夕刊セットを１部として計算。セット紙を朝・夕刊別に数えた
場合は，７０３３９８８７部（２００３年１０月現在）。各年１０月，新聞協会経営業務部調べ。
世帯数は総務省自治行政局編「住民基本台帳人口要覧」による（２００４年３月３１日
現在）。
な変化は見られない。このことは，インターネットからニュース等の情報
を取り入れている生活が，まだ一般的ではなく，インターネットからも情
報を取り入れられる生活へと広がっている段階と見るべきであろう。
　また購買行動をみても，消費者がインターネット上で日常的に情報（有
料）を取り入れるであるとか，モノを買ったりする行為（「（企業－個
人間）」）が１兆９１１７億円市場（対前年比２０５％増）と言われながらも，イ
ンターネット販売が日常化するまでには至っていないようにも思われる。
　情報通信総合研究所１０）の調査でインターネットでの （電子商取引）
の経験率は９１０％で，年間平均購入額は１２４万円というデータからも継続
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図６　消費者向け電子商取引市場の推移９）
出所：「の経済分析に関する調査」　　　
　９）　電子商取引（）市場をパソコンからの取引と携帯電話からの取引に分け，
それぞれについて，平成１５年の男女・年齢階層別人口（平成１２年国勢調査結果と
厚生労働省「簡易生命表」から推計）に，総務省「平成１５年通信利用動向調査」
の個人の電子商取引率と１人当たり平均年間電子商取引額を乗じて端末ごとの男
女・年齢階層別の購入金額を求め，それらを合算した。なお，政府の 戦略本
部では，戦略の進捗状況を把握するため，本調査とは異なる方法により
推計を行った「実態・市場規模調査」（経済産業省，電子商取引推進協議会，
データ経営研究所）に基づく電子商取引（）市場規模を別途公表してい
る。
１０）　（	



）のウェブサイト（
	）より引用
的購買よりは一度は購入の経験のある消費者が増加の方向にあるとみるこ
とができる。たとえば，インターネットで全国の産地から直接名産品を購
入するような購買を経験した消費者は増加の傾向にあっても，日常の買い
物行動を全てネットで行うレベルには達してはいないのではないだろうか。
　この数字は，小売業の売上規模でみると，２００３年度のダイエーの売上高
１兆９９３６億円とほぼ同規模であることから，「インターネット」という，
ひとつの小売業態が市場に誕生したとも見ることができるであろう。日常
生活においては，まだ「情報を取り入れる方法」，「活用する方法」が消費
者教育として啓蒙されている段階で，一般家庭では日常の生活行動として
ではなく，娯楽としてインターネットが活用されている段階とみる方が現
実的である。
　また，図７を見ても，最もネット販売の影響を受けやすい小売店舗の数
は，商業統計上は確かに激減の方向にある。とりわけ，中小規模の小売業
の激減ぶりには目を見張るものがある。しかし，これに対して，就業者数
５０名以上の企業が増加している。これらの変化は，業界内の淘汰によるも
のであると考えられる。現段階での事業所数の激減は，一般小売店（業種
店）が，急速に衰退していることを示すものであり，ネット販売が増加し
た影響によるものではないと言えるであろう。
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図７　小売業の従業員規模別事業所数
事　　業　　所　　数
就 業 者 規 模 前回比（％）構成比（％）
平成１４年平成１１年
１４年／１１年平成１４年平成１１年
▲７６１０００１０００１３０００４３１４０６８８４小 売 業 計
▲９８６８２６９９８８７０２０９８３２２１４人以下（小規模事業所）
▲２８３０６２９１３９７４９０４０８９０１５～４９人（中規模事業所）
５２１２１０１５５５３１４７６２５０人以上（大規模事業所）
出所：経済産業省経済産業政策局「平成１４年　商業統計速報（卸売・小売業）」
　　　より
盪　２（	）市場の現状
　しかし，その一方で，（	
）化の名の下に平成７
年以降急速に企業にパソコンが導入されたことで，化は企業経営に確実
に浸透し，従来の仕事の仕組みや利益の構造を大きく変え始めている。こ
の事は企業の情報投資という面からも確認する事ができる。
　図８の平成１３年における民間企業の情報化投資額は，２５０兆円（対前年
比１０９％増）となり，情報化投資額の水準は５年間で約１７倍に増加した。
また，平成１４年における民間企業の（実質）情報化投資額は，１９５兆円
（対前年比１５４％減）となり，平成４年以降で初めての減少となった。また，
民間設備投資額に占める情報化投資額の比率についても，平成１４年には
２３５％（対前年比２３ポイント減）と平成９年以降で初めての減少となって
いるが，これは，企業の 化が一段落したと見るべきであろう。
　企業や業界の常識，世間の非常識といわれてきた企業間，業界間の壁は
取り除かれ，「自社流」といわれる，企業毎の「仕事の仕方（方法・手順）」
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１１）　ここでは情報化投資を「情報通信ネットワークに接続可能な電子装置及びコン
ピュータ用のソフトウェア」と定義。「電子計算機」，「電子計算機付属装置」，
「有線電気通信機器」，「無線電気通信機器」及び「ソフトウェア（コンピュータ
用）」の合計。
図８　我が国における情報化投資の推移１１）
出所：「の経済分析に関する調査」　　　　　　　　　　　
は確実に「標準化」の方向に向かっていることは図９の「（企業－企業
間）」の成長（市場規模７７４兆円　対前年比６７２％増）からも読み取る事が
できる。
　そして，アメリカをモデルとして成長続けてきた日本のインターネット
ビジネスは今，アメリカでは起こりえなかった新たな局面に直面している。
５　インターネットの成長プロセスと時間の同期化
　「時間」の同期化とは，インターネットというインフラにより異なる二つ
の国や地域の価値観やモノの価格がどちらかの基準に同調する事を意味す
る。日本の場合はインターネットや 化の手本としたアメリカが基準と
なる。国境や文化・言語の違いはあっても「インターネット」という扉が
開かれていれば，アメリカで起こった事は遅かれ早かれ日本でも起きる事
が予想されるというのが「同期化」の考え方である。実際２０００年までのア
メリカにおけるインターネット成長のプロセスと バブルの崩壊は，同
じプロセスと同じ結果を日本にもたらしたと言えるであろう。「サイバー」
「バーチャル」とあたかも万能のように語られたインターネットビジネスの
神話の崩壊が バブルの崩壊であるが，それは一時的なブームが終焉し
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図９　事業者向け電子商取引市場の推移
出所：経済産業省，電子商取引推進協議会，データー経営研究所「実態・
　　　市場規模調査」
たのではなく，顧客によって「ビジネスモデル」が淘汰された成長段階に
おける１プロセスと見ることができる。
　
　図１０は，アメリカにおける「インターネットビジネスの成長過程」を表
したものである。１９９９年までの第１ラウンドでは，「身軽な経営」それこそ
がインターネットビジネスの真骨頂である，との議論がまん延したが，イ
ンターネットしか販売チャネルを持たない「ピュア・プレーヤー（単一販
路型またはドットコム 企業）」と呼ばれたバーチャル型ビジネスは，店
舗や通販など複数の販路を持つ「マルチ・チャンネル・プレーヤー（複数
販路型またはクリック＆モルタル）」と呼ばれるネット以外にインター
フェースを持つビジネスモデルの前に破綻していく事となる。
アメリカにおいては，２０００年の段階でネット上において「フロント」（客に
見える部分：店がまえ，商品等）での企業間競争はほぼ終了し，２０００年以
降では，「バックオフィス」（客の目には見えないが，重要な部分：決済，
配送，コールセンター等）におけるサービス競争のレベルにあると言われ
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１２）　富士通総研 （	

）サイバービジネス法則集，コラ
ム「米国クリック モルタル最新事情」（株式会社リックテレコム「月刊コン
ピューターテレフォニー」２００１年５月号富士通総研・田中秀樹）より
図１０　インターネットビジネスの成長過程
出所：富士通総研「サーバービジネスの法則集」１２）　　　　　　　　
ている。
　既存のブランド，商品，顧客データベース，物流システム等インフラを
当初から持つ企業の有利さが競争要因の前面に出るということになり大企
業の市場参入も本格化していく今日に至る流れは，現在の日本においても
確認する事ができる。この流れを「同期化」のプロセスと見ることができ
るであろう。
　また，日本においては大手企業が「インターネットビジネス」に参入す
ることで，問題に直面することになる。つまり，既存のビジネスとの棲み
分けの問題である。
６．　日本の流通機構の構造変革
　流通機構とは，商品流通のための社会的な仕組みでありシステムである。
流通は，「生産」と「消費」をつなぐ機能であるが，「生産」と「消費」の
間には，「社会的距離」「地理的距離」「時間的距離」という距離が存在す
る１３）。
　しかし，インターネットの領域では，生産（生産者・生産場所・生産時
間）と消費（消費者・消費場所・消費時間）が異なるという前提条件は必
ずしも成り立たない。その，日本の流通機構がこのインターネットビジネ
スの成長の中で変化を始めている。論題で取り上げた「日本型」はつまり，
日本の流通機構そのものをさしている。
　流通構造や機能は，歴史的概念であって，経済の歴史的発展に伴う社会
経済的構造の変遷に応じて変化していくものであり，それぞれの国の社会
経済的条件の違いによって異なった様相を示すものである１４）。言い換えれ
ば，流通構造はそのあり方が社会経済的態様によって規定されるので，そ
れぞれの国独自の社会的・歴史的条件のもとで異なった様相を示すことに
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１３）　田島義博「流通機構の話」日本経済新聞社，１９９０年，１２
１４）　来住元郎「流通・商業の概念と史的展開」増田大三「現代小売業の構図と戦略」
中央経済社。１９９５，９頁
なる１５）。
　日本においては，「流通系列化」がそれにあたり，以下のように定義さ
れている１６）。「流通系列化」とは，製造業者が自己の商品の販売について，
販売業者の協力を確保し，その販売について自己の政策が表現できるよう
に販売業者を把握し，組織化する一連の行為を意味する。製造業者がこう
した一連の行為によって，自己の商品を最終需要者に到達させるまでの過
程（流通経路）を一つのシステムとして構築しようとすることを流通系列
化と呼ぶこともできる。
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１５）　１４）と同じ
１６）　野田　寛「流通系列化と独占禁止法」大蔵省印刷局，１９８０年，１３．知念肇氏
は「現代日本流通論」中央経済社，１９９７年，７３で定義の「製造業者」，「商品の
販売」，「販売業者」について以下の注釈を加えている。「製造業者」とは，流通系
列化の主体となるものを総称する。卸売業者が該当する場合はそれを含む。「商
品の販売」については，流通系列化の対象となる取引をいい，必ずしも「商品」
に限定されるものではなく，「薬務」の場合もあり得る。「販売業者」とは，流通
系列化の客体となる卸・小売業者をいう。
図１１　ユニクロの価格構成
出所：東洋経済新報社「週刊東洋経済」２０００年７月１５日号，５２
　図１１はユニクロ（ファーストリテイリング）１７）の価格構成を示したもの
である。この図が表していることは，「ユニクロ」が中国という日本の２０分
の１の経済を使って特別に安くものを作るビジネスモデルを構築したので
はないということである。次の図１２を見てもユニクロと比較して「一般的
な商流」のメーカーから小売までつながるチャネルに存在する「中間流通」
の多さが目に付く。「中間流通」の機能や果たす役割についての議論は別と
して，同じように中国で作られたものが，その商品が流れる商流によって
値段が異なっていたことを意味している。
　商品が生産されて，最終的に消費者の手元に届く流通の流れは，商品を
生産する「メーカー」，中間流通を担う「問屋・卸」消費者に商品を販売す
る「小売業」から構成される。「中間流通」を排除したといわれる「ユニク
ロ」のビジネスモデルが登場するまでは，大半の商品がこの流れを通り，
「メーカー」，「卸」，「小売業」がそれぞれの利益を確保し最終的に「モノ」
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１７）　株式会社　ファーストリテイリング社は，商品企画・生産・物流・販売までの
自社一貫コントロールにより，高品質・低価格のカジュアルブランド『ユニクロ』
を提供する製造小売業（）。２００４年８月末現在全国に６２６店舗を展開。
図１２　商流の比較
出所：東洋経済新報社「週刊東洋経済」２０００年７月１５日号，５３
の値段が決まっていた。「建値制度」という言葉があるが，それは，メー
カーが小売価格を指定し，それに応じて卸，小売への売価を決定するもの
である。したがって，各流通段階の利益もメーカーによって規定されてい
たのである。「流通系列化」においては，建値制が一般的で，最終小売価格
も「メーカー希望小売価格」により規定され小売業者の裁量の余地は小さ
いことが特徴としてあげられる。
　この「流通系列化」によって表される日本の流通構造は，今日に至る日
本経済の成長を支えてきた「系列」という企業間の結合によって形成され
た「利益共同分配システム」とも見る事ができる。このシステムが，世界
でも高水準の賃金と一億総中流と呼ばれる日本の所得構造の成立に部分的
に寄与したと言っても過言ではない。
　このように，日本の流通を欧米と比較したとき顕著に見られる大きな違
いは，業種ごとの縦割りの流通が確立していることである。単に商品の分
類によって流通が縦割りになっているだけではなく，メーカー・問屋・
卸・小売の間に緊密な関係が出来ている。そして，主体はメーカーであり
「川上」と呼ばれているのは周知の通りである。
　モノが売れなくなっている今，これまで「川上」と位置づけられていた
「メーカー」が主導する流通システムが，「川下」といわれる「小売・消費
者」を起点とするシステムへと，流れの向きが逆流し始めているが，「ユ
ニクロ」のような事例はまだ一握りにすぎない。そして，日本の「生産技
術」，「工程管理」，「品質管理」，「自動化技術」は世界最高水準にあり，ト
ヨタカンバン方式で無在庫生産を実現しているにも関らず「末端消費価格」
は，高いという現実は今も変わらない。この点からも，伝統的な日本の流
通は，およそ効率性ということからかけ離れた存在であったともいえるで
あろう。
　しかし，今市場はモノの「適正価格」を求めている。そして，「価格」や
「価値」はインターネットの普及によって間違いなく透明性の方向に向かっ
ているといえるであろう。
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７　「日本型インターネットビジネス」の方向性
　デフレ化にある現在の日本においては，「ユニクロ」に代表されるよう
な系列に属さない「新しいビジネスモデル」の市場参入によって「価格競
争」が激化する事となった。そして，それに対応する形で，この「流通系
列化」の流れの中で の浸透が急激に進んだ。系列から抜け出る事で直
接消費者と結びつく事ができない大手企業にとって，「価格競争」の中で戦
う最大の武器が「化」であったからである。
　結果として，「在庫の圧縮」「コストの低減」「リードタイムの短縮」を目
指した （	
		）１８）に代表される仕入先との関係
強化策は，日本における の急激な伸びからも読み取れるように急速
に成長を遂げた事になる。この，「」は，商品の製造から消費者への販
売までの流通チャネルの全プロセスを全体最適の観点から再構築すること
である。小売業だけ，卸だけ，メーカーだけではなく，作ってから最終的
に売るまでの「全体での最適」を探し再構築することである。
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１８）　企業活動の管理手法の一つ。取引先との間の受発注，資材の調達から在庫管理，
製品の配送まで，いわば事業活動の川上から川下までをコンピュータを使って総
合的に管理することで余分な在庫などを削減し，コストを引き下げる効果がある
とされる。
図１３　従来の流通チャネル概念図と２０１０年の流通チャネル概念図
出所：和田充夫「２０１０年小売維新」中央経済社，１９９９年，９０　　　　　　
　図１３の左側は流通機構を最も簡単な形で図示したものである。それが右
側のアメリカにおけるインターネットビジネスを表す「カスタマーセント
リックモデル」１９）のようにメーカー，卸，小売が直接顧客と結びつく事は
日本においては容易ではなかったために，従来の流れの中で，企業活動プ
ロセスを全体最適の観点から再構築する方向に進まざるを得なかったので
ある。しかし，この流れは中小企業にとっても追い風となった。「インター
ネット」は先述のようにこれまでビジネスの世界に存在していたさまざま
な障壁を取り除いてきた。代表的なものは，「時間の壁」，「距離の壁」，「業
種の壁」であるが，中小企業にとって最もマイナス要因であった「規模の
壁」をも取り除いたのである。
　多くの企業が系列化された日本の密な流通機構においては，個々の取り
組みが，いち早く市場に反映されるという特色を持つ。「系列」の作り上げ
たインフラが，経済のインフラとなったのである。特に「」の構築プ
ロセスにおける物流の強化は，日本国内翌日発送を可能にすることで，「在
庫」の概念を大きく変えた。また，「代金の回収」「商品の送料」やセキュ
リティ面でのデメリットも既存の「コンビニ」の店舗網や宅配サービスの
システムの上に乗ることで克服しているケースも一般化している。既存の
インフラを最大限に利用したサービスの質的向上により，（
	
）市場が拡大している点にも注目したい。
　このように，企業間競争においては，「中抜き」の言葉であらわすよう
な中間マージンの削減によって価格を下げるといったレベルの競争は既に
終わり，現状は「ビジネスモデル」を変えることで「新たな価値を創造」
するレベルにあると見ていいであろう。「ビジネスモデル」の概念につい
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１９）　企業はプロダクト・セントリック（製品中心）から，カスタマー・セントリッ
ク（顧客中心）への転換が必要であると言われている。原田保「コラボレーショ
ン経営」一世出版，１９９８年，４２　サプライ・チエーン・システムの根本的な解
体の図から「ダイレクト・インタラクティブ・システム」の概念を参考に従来の
流通チャネルとの比較検討を行った。
ては，「顧客価値創造のためのビジネスのデザインに関する基本的な枠組
み」２０）と捉え，その設計思想は以下の四点から構成される２１）。
　第一は，誰にどんな価値を提供するのかという点である。第二は，その
ために経営資源をどのように組み合わせ，その経営資源をどのように調達
するのかという点である。第三は，パートナーや顧客とのコミュニケー
ションをどのように行うかという点である。そして，最後の第四点目は，
いかなる流通経路と価格体系のもとで届けるかという点である。
　インターネットがビジネスの常識となることによって，多くの分野での
境界融合が進み，「ビジネスモデル」の多様性はますます増大していくで
あろう。「組織の壁」，「時間の壁」，「業種の壁」，「国家の壁」に縛られざる
を得なかった従来のビジネスと異なり，従来では考えられないようなビジ
ネスの枠組みを構築することが可能となったことを改めて認識する必要が
あるであろう。そして，流通業が「流して通す」だけの存在ではないとい
う観点に立って，さまざまな付加価値を生み出し，便利で楽しく快適で，
私たちの生活を豊かにする存在であらなければならない。
８．　ま　　と　　め
　今後も「インターネットビジネス」は，大きな流れでアメリカを追う形
で成長していく事が予想されるが，アメリカとは違った日本型の流れも生
まれてくるであろう。前述のように，卸がなくなる。実店舗が半減する。
すべてのメーカーや卸が小売店を飛び越えて，消費者にダイレクトに販売
を始める。といった日本の流通機構そのものが崩壊する状況は，今もこれ
から先も想定することはできない。
　「流通の国際化」は日本の経済の仕組みを変えるほどの影響を与え，イン
ターネットは価格の透明性を情報という形態に変えて市場に浸透させた。
今後もインターネットの領域で成果をあげ生き残るためには，企業はその
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２０）　寺本義也・岩崎尚人「ビジネスモデル革命」生産性出版，２０００年，４１
２１）　国領二郎「オープン・アーキテクチャ戦略」ダイヤモンド社，１９９９年，２６
事業基盤の構造的な変革を行い，インターネットというインフラに既存シ
ステムを統合する必要がある。それは，変化に対応し続けることであり，
全ての企業に求められる命題とも言える。
　消費者の立場で今の日本の流通機構の姿を考えた時に，旧来の流通機構
や小売形態が日本の消費者の利益になっていたのかということを避けて通
ることはできない。「価格破壊」と言われた流通外資やユニクロ，百円
ショップ，そしてインターネットが消費者にとっての救世主であるかどう
かは別として，既存の流通機構の仕組みが内外格差を生み，そのことが日
本の消費者の行動に大きな影響を及ぼしてきたことは間違いない。
また，現在日本の消費者が感じる不況感は，まさに日本が「内外価格差」
という贅肉を一気にそぎ落とし，世界のとりわけアメリカ経済との「同期
化」が進んでいる一過程とみることもできるであろう。
　モノの値段が同じになるということは，また賃金が同じ水準に近づくこ
とを意味している。実際日本の「年功序列」による賃金の大半は崩れはじ
め，欧米の「職能給」等，その仕事の種類によって収入が決まる構造が半
ば常識化しようとしている。働いてさえいれば誰もが毎年確実に給与があ
がること自体が常識ではなくなった今，賃金のグローバル化も急速に進ん
でいくであろう。モノの価格や賃金はアメリカとの「同期化」が進み，こ
れによって「一億総中流」の崩壊にさらに拍車がかかり，所得構造はアメ
リカと同様の「二極化」の方向に進むことも予想される。
　あらゆるビジネスの価値は提供される製品やサービスにあるのではなく，
ニーズへの対応の仕方にあると考えるのであれば，「インターネットビジネ
ス」の発展は，あくまでも消費者にとっての選択肢の増加にすぎない。
　例えば「カタログで調べてインターネットで買う」，「インターネットで
調べてお店で買う」等多様化するメディアの組み合わせは，更に一般化す
る。ビジネスサイドからみれば，既存のビジネスの幅を広げ，顧客サイド
からみれば選択肢が広がることになる。しかし，企業にとっては，「バー
チャル（仮想）」と「リアル（現実）」を融合させることが，競争，差別化
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の軸として進展していく事になるであろう。サービスの「質」が企業の
「差」となり，それでも「量」で戦おうとする企業は淘汰されていく可能
性は今後ますます高まると言えるであろう。そして，「	
」と
言われるように，従来のような「競合環境」の中で利益を分け合う「共存」
ではなく，系列・企業グループ（縦割り）間の「競争」構造はますます激
化する事が予想される。
　それによって，個人の消費が拡大して経済の活性化に寄与するか否かは
別問題として，同時に購買スタイルも変化していくことになる。そして，
化によるコミュニケーションを含むチャネルの拡大，カスタマーゼー
ションの高度化は，企業と顧客との間に新たな関係を構築していくであろ
う。
　消費者の購買モデルに「」（＝，＝，＝，
＝，＝）というものがある。現実にはこのプロセスは途
中で中断する可能性が高かったが，インターネットビジネスの領域では基
本的にこの流れで購買行動が行われる。そして，さらにネット上での販売
の位置づけが明確になり，機能が高まれば，このプロセスは「」や
「」といったモデルへ変換することも考えられる。つまり，企業イメージ
をマスで訴え，商品の特徴を「ワン・トゥ・ワン」で し 「フェイス・
トゥ・フェイス」で販売するなど，様々な使い分けがなされていくことが
予想される。
　統計数字通り９０％以上の消費者が日常生活の中にインターネットを取り
入れた状況を「ユビキタス社会２２）」と呼ぶのであれば，それは近い将来に
実現する完全なネットワーク社会である。ネットワーク社会を支えるイン
ターネットという生活情報のインフラは，企業，製品，サービスへの顧客
評価と価格の透明性を市場に浸透させ，既存の店舗と並ぶ選択肢としてま
すます重要視されていくことに間違いはない。
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２２）　生活や社会の至る所にコンピュータが存在し，コンピュータ同士が自律的に連
携して動作することにより，人間の生活を強力にバックアップする情報環境。
　以上の観点から，現在は成長段階にあるインターネットが近い将来企業
経営における常識として，また社会のインフラとして定着した時，「イン
ターネットビジネス」の研究領域は，企業戦略の実現のための具体的方策
として，「経営管理」や「マーケティング」の領域とともに，ビジネスの機
能として重要な位置づけになると考えられる。
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